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1. 事 業 名 相手国：  韓国    （振興会対応機関：   NRF    ）との共同研究   

2. 研究課題名  

（和文） ○○○○○○○○○ 

（英文） ○○○○○○○○○ 

3. 共同研究実施期間  令和 3年 4月 1日 ～ 令和 6年 3月 31日 （ 3年 0 ヶ月） 

     【延長前】  令和 3年 4月 1日 ～ 令和 5年 3月 31日 （ ２ 年 0 ヶ月） 

4. 相手国側代表者（所属機関名・職名・氏名【全て英文】） 

 AA University, Professor, AAAA AAAAAA 

  

共同研究課題（令和 5

（2023）年度契約を行

う課題）が使用する様式

です。 

コメントの追加 [JSPS1]: 【日付】令和 5 年 4 月 30

日まで（令和 4(2022)年度委託契約を延長している場

合は令和 6 年 4 月 30 日まで）の日付としてくださ

い。 

コメントの追加 [JSPS2]: 【課題番号】1 から始まる 9

桁の数字を記載してください 

コメントの追加 [JSPS3]: １～４は実施計画書と一致

させてください。ただし、３．共同研究実施期間につ

いては後述のコメントを参照してください。 

コメントの追加 [JSPS4]: 【共同研究実施期間】新型

コロナウィルス感染症の影響により令和 3（2021）年

度または令和 4(2022)年度の実施期間を延長した場合

は、延長後の期間を記載してください。また様式B の

実施期間と各人の参加期間も同様に更新してくださ

い。 

コメントの追加 [JSPS5]: 新型コロナウィルス感染症

の影響により令和 3（2021）年度または令和 4

（2022）年度の実施計画を延長した場合は当初計画し

ていた実施期間を記載してください。 



5. 当該年度実施状況 

 当該年度実施計画書の「当該年度実施計画の概要」の内容と対応させつつ､当該年度の実施状況を簡潔に記

載してください。 

 実施計画書に記載のなかった「日本側参加者の第三国への出張」がある場合には、その出張用務（事務取扱の

手引 4-3-1を参照、例：学会発表、フィールドワーク）と実施による効果を記載してください。 

 各費目における増減が委託費総額の 50％に相当する額を超えた場合には、その理由と費目の内訳を変更して

も計画の遂行に支障がないと考えた理由を記載してください。 

○○○○○．．．．． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. 本事業に対する要望 

○○○○○．．．．． 

 

 

 

 

（個人情報にかかるチェック項目です。以下の内容を必ず確認し、貴機関において適切に管理いただき、□を✓

に更新したうえでご提出ください。） 

✓ 本事業に係る個人情報を適切に管理し、また報告書類に記載の個人情報については、本人の同意を得る

など必要な手続きを経た上で振興会へ提出しています。 

 
＜備考＞ 
1. この報告書は､令和 5年 4月末日までに所属機関事務連絡担当者を通じてメールにて提出してください。 
2. 提出の際には、様式 B の下記シートを更新の上、併せて提出してください。 

B1(1)シート   日本側参加者リスト     B1(2)シート   相手国側参加者リスト 
B1(3)シート    派遣・受入実績        B1(4)シート    研究発表実績 

3. 適宜記入欄を拡大して構いません。フォントの指定は特にありません。 

コメントの追加 [JSPS6]: 見落としがちです。必ずご

確認ください。 

コメントの追加 [JSPS7]: 見落としがちです。必ずご

確認ください。 

コメントの追加 [JSPS8]: B1(1)日本側参加者リストと

B1(2)相手国側参加者リストは課題を通して複数年度分ご

記載ください。B1(3)派遣・受入実績と B1(4)研究発表実績

は令和 4年度の実績のみで構いません。 

コメントの追加 [JSPS9]: 振興会へ提出の際は校閲機

能でついているコメントを削除してください。残って

いる場合は振興会にて削除します。 


